
支学機構評支第 122号

平成 28年 11月 9日

各日本学術会議協力学術研究団体代表者 殿

独立行政法人

大学改革支援 。学位授与機構長

福 田 秀 樹

【公 印 省 略】

機関別認証評価委員会専門委員候補者の推薦について (依頼)

時下ますます御清栄のこととお喜び申し上げます。
当機構の評価事業に関しましては、日頃から御理解、御協力を賜り、厚く御礼申し上げ

ます。

この度、大学及び高等専門学校の機関別認証評価の実施に当たりまして、実際に評価を
御担当していただく標記専門委員の候補者を、貴会から御推薦いただき、選考の上御就任
をお願いしたいと考えております。
つきましては、下記のとおり関係書類をお送りいたしますので、御多用中誠に恐れ入り

ますが、専門委員の推薦につきまして御検討いただき、専門委員推薦調書 (様式)に御記
入の上、平成28年 12月 9日 (金)までに御提出くださいますようお願い申し上げます。
なお、貴会から御推薦いただいた候補者から専門委員を決定した場合には、決定次第そ

の旨を報告させていただく予定です。

記

1.専門委員候補者一覧 (様式)

(参考)平成 29年度科学研究費助成事業 系 。分野・分科・細目表

2.御推薦に当たって御留意いただく点 (別紙 )

【本件連絡先及び提出先】

独立行政法人大学改革支援 。学位授与機構

評価事業部評価支援課大学評価第 1係 大石、林

〒1878587 東京都小平市学園西町 129-1

TEL: 042-307-1642,  1664

FAX: 042-307-1558

E―mail: daigaku@niad.ac.ip
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平成 29年度科学研究費助成事業 系・分野・分科・細 目表

系 分 野 分 科 細 目 名
縦 目

番号

総

合

系

青報学

青報学基礎 理情報学 1002

計科学

計算基盤

計算機システム

情幸風ネットワーク

マルチメテ
‐
ィア テータヘ

‐
―ス

高性能計算

情報セキュリティ

人間情報学

認知科学

知覚情報処理 1202

ヒューマンインタフェースインタラクシヨン

知能情報学

フトコンヒ・ューティンク

矢口育ヒロホ
・
ティクス 120C

感 性惜 端 学 1207

情報学フロンテイア

生命・健康・医療情報学

シェフ
・
情報学・サーヒ

‐
ス情報学 1302

コ書館情報学・人文社会情報学

学習支援システム

ンタテインメントケ
~―

ム情 報 」学

景境学

環境解析学

環境動態解析

改射線・化学物質影響科学

環境影響評価

環境保全学

環境技術・環境負荷 1■ 減

環境モテ
・
リンク・保全修復技術

環境材料 リサイクル

艦Fヨ lス ウキ‖御・_T価

環境創成学

自然共生システム 1601

時続可能システム

環境政策・環境社会システム

蔓合領域

テ
・
サ
・
イン学 「

‐
サ
‐
イン学

生活科学

家政・生活学一般

よ・住生活学

艶生活学

科学教育・教育工学
科 字 叡 百

教育工学 1802

14学 社会学・科学技術史

文化財科学・博物館学 文化財科学・博物館学

地理 学 也碑 学 2101

社会・安全システム科学
社会システムエ学・安全システム 220

白 伏

`“

喜 粗 壼・晴

``畳

人間医工学

生体医工学・生体材料学

工用システム 2302

医療技術評価学 230G

リハヒリテーション科学・福祉工学 2304

建康・スホ
・―ツ科学

身体教育学

入ホ
・―ツ科学 2402

庶 田 健 蒔 利 彙

子ども学 子ども学(子 ども環境学)

生体分子科学
生物 分 子 化 学 250

ケミカルハ
・
イオロシー 2502

悩科学
基盤・社会脳科学

悩計測科学 2601

人

文

社

会

系

C合人文社会

地域 研 究 1研究

シェンタ一` ′・ェンター

観光学 現光学

人文学

哲学

雪字・倫 理 字 290

中国哲学・E口 度哲学・仏教学 2902

290〔宗教学

諷想史 2904

芸術学

美字 芸 術 諸 字

美術史 ∝

一
“

３〇

一
ｎｎ芸術 一 般

文学

日本文学

英米・英語圏文学

ロッハ
゜
文学

中国文学 310Z

ヤ 曇 ― 鱚

言語学

言語学

日本語学
３ ２

一
３ ２

英語学

日本語教育

外国語教育

t学

史学一般

日本史

アシ
・
ア史・アフリカ史 330〔

ヨーロッハ
・
史・アメリカ史

考古学 330[

系 分 野 分 科 細 目 名
目
号

細
番

人

文

社

会

系

人文学
人文地理学 人文地理学 3401

文化 人 類字 文化 人類 学・民俗 学 3501

社会科学

去学

基礎法学

公法学 3602

国際法学

社会法学

刑事法学

民事法学

新領域法学 360

改治学
政治学 3フ 01

ヨ際 間 に 論

経済学

理論経済学 380

経済学説・経済思想

経済統計

経済政策

財政・公共経済 380:

金融・ファイナンス 380(

経済史 380

怪営学

経冨 字 390

商学

会計学

土会学
t会字 400

吐会福祉学

さ理学

位 云 lLA埋 字

教育心理学

臨床心理学

実験心理学

教育学

教育学

教育社会学

教科教育学

特別支援教育

理

工

系

翁合理工

ノマイクロ科学

ノ構造化学

ノ構造物理

ノ材料化学

ノ材料工学

ノハイオサイエンス

ノマイクロシステム

応用物理学

応用物性

結晶工学

薄膜・表面界面物性

光工学 光量子科学 440Z

ラス
・マエレクトロニクス

応用物理学一般

量子ヒーム科学 量子ヒ
・―ム科学

計算科学 算 科学 460

版物系科学

牧学

代数学

幾何学

解析学基礎 470(

数学解析

数学基礎・応用数学

天文学 天文 字

勿理学

素粒子 原子核 宇 宙線 宇宙物理

物性 I

物性 Ⅱ

数理物理・物性基礎

原子・分子・量子エレクトロニクス

生物物理 化学物理 ソフトマターの物理

地球惑星科学

固体地球惑星物理学 500

気象・海洋物理・陸水学 500,

超高層物理学

地質学

層位・古生物学 500〔

岩石・鉱物・鉱床学 500(

地球宇宙化学

'・

ラス
・
マ科学 ,・うス

‐
マ私 学

ヒ1言

基礎化学

物埋 化字

有機化学

無樽 イヒ学 520(

唄合化学

磯 記 物 旺 4じ 字

合成化学 5302

高分子化学

分析化学 5304

生体関連化学 5305

リーン・環境化学

ネルキ
・―関連化学

材料化学

有機・ハイフ
‐
リット

・
材料

高分子・繊維材料 5402

無機工業材料

ハ
‐
イス関連化学



系 分 野 分 科 細 目 名
員
号

細
番

理

工

系
工学

幾械工学

機械材料・材料力学 550

生産工学・加工学 550,

設計工学 機械機能要素 トライホロシ

流体工学

熱工学 550〔

機械力学・制御 550(

知能機械学・機械システム

電気電子工学

電力工学・電力変換 電気機器

電子・電気材料工学 560乏

560(電子デ′ヽ
・
イス・電子機器

通信・ネットワークエ学

計測工学 560:

制御・システムエ学 560(

土木工学

土木材料・施工・建設マネシ
・メント

購造工学 地震工学 維持 管理工学

地盤工学 5701

水工学

土木計画学 交通工学 5701

土木環境システム

建築学

建築構造 材料

建築環境・設備 α

一
∝

５ ８

一
５ ８

都市計画・建築計画

建 築 申・音 匠

材料工学

金属物性・材料

兼機 材 料・物 性

複合材料・表界面工学 590〔

構造・機能材料

材料加工・組織制御工学

金属・資源生産工学

590[

590(

フ
゜
ロセス・化学工学

化工物性・移動操作・単位操作

反応工学・フ
゜
ロセスシステム 6002

触媒・資源化学フ
・
ロセス

生物機能・ハ
・
イオフ

・
ロセス 6004

総合工学

航空宇宙工学 6101

船舶海洋工学 6102

地球・資源システムエ学 6103

核融合学 6104

原子力学 6105

ネルキ
‐
一学

生
物

系

総合生物

神経科学

神経生理学・神経科学一般 6201

神経解剖学・神経病理学 6202

神経化学・神経薬理学 6203

実験動物学 実験動物学 6301

1重瘍学

腫瘍生物学 6401

腫瘍診断学 6402

腫瘍治療学

ケ
・ノム科学

ノム生物学

ノム医科学 650`

ステムケ
‐
ノム科学 650(

生物資源保全学 生物資源保全学

生物学

生物科学

分子生物学 6フ 01

構造生物化学

機能生物化学 6フ 0(

生物物理学

細胞生物学 6フ 0〔

発生生物学

壁礎生物学

植物分子・生理科学

形態・構造 680`

動物生理・行動 680(

遺伝・染色体動態 680`

進化生物学

生物 多様性・分類 680(

生態・環境

た類学
自然人類学 6901

応 用 人粕 学 690:

学コ
一一〓

生産環境農学

重伝育種科学

乍物生産科学

ヨ芸科学

直物保護科学

農芸化学

直物栄養学・土壌学

ふ用微生物学

ふ用生物化学

主物有機化学
彗品 赳 曇

課林圏科学
栞林科学

末雪 科学

水圏応用科学
К圏生産科学

К圏生命科学

ll会 経済農学
奎富・確 済 晨 字

士会・開発農学

系 分 野 分 科
目
号

綱
番

生

物

系

農学

霊業工学
也域環境工学・計画学

農業環境・情報工学

動物生命科学

助物生産科学 760

状医学

充合動物科学

境界農学

是虫科学

景境農学(含ラント
・
スケーフ

・
科学 )

志用 分 子細 胞生 物 学

医歯栗学

薬学

ヒ学系薬学

勿理系薬学

主物系薬学

葉理系薬学

尺然資源系薬学

副薬化学

景境・衛生系薬学 780

Ξ療系薬学

基礎 医学

韓剖字一般 (含 組織字・発生字 )

生理学一般

環境生理学 (含体力医学・栄養生理学 )

菜理学一般

三化学一般

病態医化学

類遺伝学

体ヽ病理学

実験病理学 7901

奇生虫学(含衛生動物学)

細菌学 (含真菌学 )

イルス学

隼応 学

寛界 医学

医療社会学

芯用薬理学 8001

8001

800.

丙態検査学

客痛学

医学物理学・放射線技術学 8001

士会医学

吏学・予防医学

斬生学・公衆衛生学

青院・医療管理学

去医学

勺科系臨床医学

内科学一般 (含 心身医学 )

消化器内科学 8202

820C循環器 内科学

呼吸器内科学 820Z

腎臓内科学 820[

神経内科学

it謝学

内分泌学 820〔

血液内科学 820〔

膠原病 アレルキ
‐
―内科学

感染症内科学

小児科学

胎児・新生児医学

皮膚科学

精神神経科学 8215

放射線科学

ホ科系臨床医学

外科学一般

消化器外科学 8302

心臓血管外科学

呼吸器外科学 8304

脳神経外科学

整形外科学 8306

麻酔科学 830フ

泌尿器科学 8308

産婦人科学 8309

耳鼻咽喉科学

眼科学

児ヽ外科学

形成外科学

新魚 医学

歯学

形態 系基礎歯科学

機能系基礎歯科学 8402

病態科学系歯学 歯科放射線学 8403

保存治療系歯学

補綴・理工系歯学 8405

歯科医用工学・再生歯学

外科系歯学 8407

矯正・′Jヽ児系歯学 8408

歯周治療系歯学 ４０９

一
４‐Ｃ社会系歯学

旨護学

基礎 看 護 字

臨床看護学 ５０２
一ｎ生涯発達看護学

高齢看護学
昴 織 看 肇 堂



(別紙 )

御推薦に当たって御留意いただく点

各専門分野において、高い学問的業績を有する又は当該分野全体について高い識見を有

する方で、大学及び高等専門学校の評価に理解 と意欲のある方の御推薦をお願いいたしま

す。

大学等において教育研究又は運営等に従事する方については、教授職又はそれに相当す

る教育研究者の御推薦をお願いいたします。国際的な教育研究活動実績や大学及び高等専

門学校の評価の活動実績につきましても御考慮いただきますようお願いいたします。

今回御推薦をお願いする候補者は、平成 29年度実施分又は平成 30年度実施分の大学

機関別認証評価及び大学機関別選択評価並びに高等専門学校機関別認証評価及び選択的評

価事項に係る評価を御担当いただく専門委員候補者といたします。

なお、関係諸団体か ら候補者を御推薦いただいた上で、平成 29年度又は平成 30年度

に申請のあった大学及び高等専門学校の数やその学部構成等を考慮しなが ら選考を行 う予

定としております。そのため、御推薦いただいた候補者に専門委員をお願いすることがで

きない場合がありますので、あらかじめ御了承くださいますようお願いいたします。

大学機関別認証評価の概要につきましては、下記別添資料を御参照ください。

記

【大学関係】

1.大学機関別認証評価実施大綱の概要

2.大学機関別選択評価実施大綱の概要

3.大学機関別認証評価委員会専門委員の活動内容等

4.評価委員会等における評価のプロセス

5.大学機関別認証評価等のスケジュール

6.関連規則

独立行政法人大学改革支援 。学位授与機構大学機関別認証評価委員会規則

独立行政法人大学改革支援 。学位授与機構大学機関別認証評価委員会運営内規

【高等専門学校関係】

1.高等専門学校機関別認証評価実施大綱の概要

2.高等専門学校機関別認証評価委員会専門委員の活動内容等

3.評価委員会等における評価のプロセス

4.高等専門学校機関別認証評価等のスケジュール

5.関連規則

独立行政法人大学改革支援 。学位授与機構高等専門学校機関別認証評価委員会規則

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構高等専門学校機関別認証評価委員会運営内規



○推薦書類について

専門委員として推薦 しようとする候補者 ごとに様式「専門委員推薦調書」を作成の上、

当機構まで電子メールもしくは郵送にて御送付くださるようお願いします。(記載可能な

部分のみで結構です。また、当該様式の項目を確認できるものであれば独 自の様式でも

差し支えありません。)

様式 1及び 2を 当機構のウェブサイ トに掲載 してお りますので、よろしければダウン

ロー ドしてご使用下さい。

URL http://www.niad.ac,ip/suisen.html

○推薦書類送付先
。電子メール naigaku@niad.acoiЮ

・住所 〒187‐ 8587 東京都小平市学園西町 1-29-1

独立行政法人 大学改革支援 。学位授与機構 評価事業部評価支援課支援第 1係

○その他
。大学機関別認証評価及び大学機関別選択評価並びに高等専門学校機関別認証評価及

び選択的評価事項に係る評価の概要については、別添資料のほか当機構のウェブサ

イ ト (http:〃www.niad.ac.ip)を御参照ください。

・専門委員の活動内容については、別添資料 「機関別認証評価委員会専門委員の活動

内容等」 (大学又は高等専門学校)を御参照ください。

・御推薦をいただいた専門委員候補者の個人情報は、専門委員の選考のためにのみ利

用 します。この目的以外に取得 した個人情報を利用することはいたしません。



大学機関別認証評価実施大綱の概要

1 評価の目的

我が国の大学の教育研究水準の維持及び向上を図るとともに、その個性的で多様な発展

に資するよう、以下のことを目的とする。

(1)大学機関別認証評価に関して、機構が定める大学評価基準 (以下 「大学評価基準」

という。)に基づいて、大学を定期的に評価することにより、大学の教育研究活動等

の質を保証すること。

(2)評価結果を各大学にフィー ドバックすることにより、各大学の教育研究活動等の改

善に役立てること。

(3)大学の教育研究活動等の状況を明らかにし、それを社会に示すことにより、公共的

な機関として大学が設置・運営されていることについて、広く国民の理解と支持が得

られるよう支援・促進していくこと。

2 評価の基本的な方針

(1)大学評価基準に基づく評価

(2)教育活動を中心とした評価

(3)各大学の個性の伸長に資する評価

(4)自己評価に基づく評価

(5)ピア・レビューを中心とした評価

(6)透明性の高い開かれた評価

(7)国際通用性のある評価

評価の実施体制等

(1)評価の実施体制

国 。公・私立大学の関係者及び社会、経済、文化等各方面の有識者からなる大学機

関別認証評価委員会の下に、具体的な評価を実施するため、対象大学の状況に応じた

評価部会を編成する。ただし、対象大学に関係する評価担当者は、当該大学に関する

事案については、その議決に加えないこととする。

(2)評価担当者に対する研修

評価をより実効性の高いものとするため、評価担当者が共通理解の下で公正、適切

かつ円滑にその職務を遂行できるよう、大学評価の目的、内容及び方法等について十

分な研修を実施する。



大 学機 関別 選択評価 実施大綱 の概 要

大学の個性を伸長し、特色を明確にするため、「研究活動」、「地域貢献活動」及び 「教育

の国際化」の狽J面から、機構が独自に行う第二者評価として実施。

1 評価の目的

我が国の教育研究水準の維持及び向上を図るため、以下のことを目的とする。

(1)各大学の個性の伸長、及び特色の明確化に役立てること。

(2)評価結果を各大学にフィー ドバックすることにより、各大学の教育研究活動等の改善

に役立てること。

(3)大学の教育研究活動等の状況を明らかにし、それを社会に示すことにより、公共的な

機関として大学が設置 。運営されていることについて、広く国民の理解と支持が得られ

るよう支援・促進していくこと。

2 評価の基本的な方針

(1)選択評価事項に係る評価

(2)自己評価に基づく評価

(3)ピア・レビューを中心とした評価

(4)透明性の高い開かれた評価

3 評価の実施体制等

(1)評価の実施体制

国 0公 。私立大学の関係者及び社会、経済、文化等各方面の有識者からなる大学機

関別認証評価委員会の下に、具体的な評価を実施するため、対象大学の状況に応じた

評価部会を編成する。ただし、対象大学に関係する評価担当者は、当該大学に関する

事案については、その議決に加えないこととする。

(2)評価担当者に対する研修

評価をより実効性の高いものとするため、評価担当者が共通理解の下で公正、適切

かつ円滑にその職務を遂行できるよう、大学評価の目的、内容及び方法等について十

分な研修を実施する。



大学機関別認証評価委員会専門委員の活動内容等

1.専門委員の活動内容及び活動予定

(1)活動内容

専門委員は、大学機関別認証評価委員会 (以下、「評価委員会」という。)に、当該評価に関する専門の

事項を調査するために置かれる委員です。

専門委員は評価委員会委員とともに、評価の対象となる大学 (以下、「評価対象大学」という。)ごとの

状況を調査する評価部会、あるいは、特定の専門事項を調査する専門部会に属し、各評価対象大学から提

出される自己評価書を分析する書面調査及び各評価対象大学への訪問調査を行い、その結果を踏まえ、評

価結果 (原案)を作成することとなります。

なお、専門委員の任期は、専門事項の調査が終了するまでとなります (平成 30年 4月 末を予定)。 ただ

し、再任を妨げるものではありません。

(2)活動予定 (平成 29年度実施分)

1)研修の実施 (平成 29年 6月 頃)

共通理解の下で公正、適切かつ円滑にその職務が遂行できるよう、大学評価の目的、内容及び方

法等について研修を行います。

2)書面調査 (平成 29年 7月 ～ 9月 頃)

①自己評価書の分析 。調査

各部会において、それぞれ担当する評価対象大学から提出された自己評価書の分析 。調査を行

います。評価部会に属する専門委員は 1人当たり原則 2～ 3大学、専門部会 (現時点では財務に

関する専門部会の設置を予定)に属する専門委員は 1人当たり最大 10大学の自己評価書のうち

当該専門事項に関する分析 。調査を担当します。

②部会会議 (1～ 2回程度)

各委員の分析 。調査結果を取りまとめ、部会として、書面調査段階による分析結果を作成する

とともに、訪間調査時の調査内容の検討・整理を行います。

3)訪問調査 (平成 29年 10月 ～ 12月 頃)

担当する各評価対象大学を訪問し、書面調査で確認できなかった事項等を中心にして当該大学の

状況を調査するとともに、評価対象大学にその調査結果を伝えます (2日 間程度)。

※選択評価事項単独の評価の場合は、必要に応じてヒアリング等の補足調査となります。

4)評価結果 (原案)の作成、部会会議 (1回程度)(平成 29年 12月 頃)

評価部会は、訪問調査終了後、調査結果を取りまとめ、評価結果 (原案)を検討・作成します。

5)意見の申立てへの対応 (平成 30年 2月 下旬頃)

評価結果 (案)を評価対象大学に通知し、その案に対して、意見の申立てがあった場合には、ご

意見等を伺う場合があります。 (最終的な評価結果は評価委員会において再度審議を行った上で確

定します。)

※日程及び実施方法等は、審議状況や評価作業状況等により変更されることがあります。

2.旅費及び謝金の支給

上記の活動に伴う旅費及び謝金を当機構の規程に基づきお支払いいたします。



評価委員会等における評価のプロセス

※ 原則 として、下記プロセスで行いますが、評価作業の進捗状況により変更が生 じる可能性があります。

評 価 部  会 ①

○書面調査・訪問調査の基本的な方法や手順の決定
○評価部会の編成
○評価部会の担当大学の決定

○部会長、副部会長の決定
○評価チーム (担当大学の分担)の決定
○書面調査の基本的な進め方の確認

▼

自己評価書の提出

評 価 部  会 ②

評 価 部  会 ③

○観点ごとの分析・判断
○研究活動実績票に係る調査 (※選択評価事項Aのみ )

○観点ごとの分析・判断の検討
○優れた′点及び改善を要する点等の検討
○書面調査による分析結果の審議・決定
○訪問調査での確認事項の決定
○訪問調査での役割分担の決定
(書面調査による分析状況及び訪問調査時の確認事項を対
象大学に通知 )

○評価の過程での問題点等の整理
○各評価部会間の横断的な事項の審議

※選択評価事項単独の評価の場合は、必要に応 じてヒアリ
ング等の補足調査

○評価結果 (原案)の作成

▼

▼

▼

運 営 小 委 員 会
○評価の過程での問題′点等の整理
○評価結果 (原案)の整理
○各評価部会間の横断的な事項の審議

○評価結果 (原案)の審議・決定
○評価結果 (案)と して取 りまとめ (対象大学に通知 )

▼

○意見の申立てへの対応の審議
○評価結果の確定

基準を満たしていないとの判断に対する意見の申立ての審議に当たつては、評価委員会の下
こ意見申立審査会を設け、審議を行つた上で、評価委員会において最終的な決定を行います。

評 価 委 員 〈
〓

ヽ

▼

▼

委評 価 員
△

=

評 価 委 員
△

=



大学機関別認証評価のスケジュール

※原則 として、下記スケジュールで行いますが、評価作業の進捗状況により変更が生じる可能性があります。

機構 対象大学

5～ 6月 大学機関別認証評価等に関する説明会、自己評価担当者等に対する研修会の実施
評
価
実
施

の
前
年
度

評
価
実
施
年
度

大学機関別認証評価の申請受付

評価担当者に対する
研修の実施

自己評価書の提出

○目的の確認

○基準ごとの評価
・基準 1～ 10の 自己評価結果の分析

↓
O書面調査による分析結果等の作成

0面談対象者の選定依頼
0「書面調査による分析状況」、
「訪問調査時の確認事項」その他調査
内容の送付
(訪問調査の4週間から3週間前までに通知)

O面談対象者等の選定
0「訪問調査時の確認事項」への補足
説明の作成、資料・データ等収集
(原則として訪間調査の1週間前までに提出)

8語霰調蒙薯易簿弔薫響会異旱お漫蓑評対応

大学機関別認証評価委員会
O意見の申立てへの対応
○評価結果の確定、公表



独立行政法人大学改革支援・学位授与機構大学機関別認証評価委員会規則

平成 16年 4月 1日

規則第 8号

最終改正 平成 28年 3月 31日

(目 的)

第 1条 この規則は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構組織運営規則 (平成 16
年規則第 1号。以下 「運営規則」という。)第 14条第 7項の規定に基づき、独立行政法

人大学改革支援・学位授与機構の大学機関別認証評価委員会 (以下 「委員会」とい う。)

の組織及び運営に関し必要な事項を定めることを目的とする。

(委員の任期等)

第 2条 運営規則第 14条第 3項に規定する委員の任期は 2年 とし、その欠員が生じた場

合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

2 委員は、再任されることができる。

3 運営規則第 14条第 4項に規定する専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項

に関する調査が終了したときは、解任 されるものとする。

(委員長及び副委員長 )

第 3条 委員会に委員長及び副委員長各 1人を置き、委員の互選により選任する。

2 委員長は、委員会の会務を総理する。

3 副委員長は、委員長を補佐 し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。

(議事)

第 4条 委員会の会議は、委員長が招集 し、議長となる。

2 委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決することができない。

3 委員会の議事は、出席 した委員の過半数をもつて決 し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。

4 委員長は、緊急その他やむを得ない理由により委員会の会議を開くことができない場

合においては、事案の概要を記載 した書面を委員に送付 し、その意見を徴 し、又は賛否

を問い、その結果をもつて委員会の議決 とすることができる。

5 前項の規定により議決を行つた場合は、委員長が次の会議において報告 しなければな

らない。

(庶務 )



第 5条 委員会の庶務は、評価事業部評価支援課において処理する。

(雑則 )

第 6条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定め
´ る。

附 則

この規則は、平成 16年 4月 1日 から施行する。

附 則 (平成 17年 3月 15日 )

この規則は、平成 17年 4月 1日 から施行する。

附 則 (平成 23年 3月 28日 )

この規則は、平成 23年 4月 1日 から施行する。

附 則 (平成 25年 6月 11日 )

この規則は、 平成 25年 6月 11日 から施行する。

附 則 (平成 26年 6月 27日 )

この規則は、平成 26年 7月 1日 から施行する。

附 則 (平成 28年 3月 31日 )

この規則は、平成 28年 4月 1日 から施行する。



独立行政法人大学改革支援・学位授与機構大学機関別認証評価委員会運営内規

平成 16年 6月 11日

大学機関別認証評価委員会決定

最終改正 平成 28年 3月 31日

´
(総則 )

第 1条 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構大学機関別認証評価委員会 (以 下「委員会」

とい う。)の議事の手続きその他その運営に関し必要な事項は、独立行政法人大学改革支援・

学位授与機構大学機関別認証評価委員会規則に定めるもののほか、この内規に定めるところ

による。

(評価部会 )

第 2条 委員会は、その定めるところにより、評価の対象 となる大学 (以 下 「評価対象大学」

とい う。)ご との状況を調査するため、評価部会を置 く。

2 当該部会に属すべき独立行政法人大学改革支援 。学位授与機構組織運営規則 (平成 16年

規貝J第 1号)第 14条第 3項に規定する委員 (以 下「委員」とい う。)及び同条第 4項 に規定

する専門委員 (以 下 「専門委員」 とい う。)は、委員長が指名する。

3 当該部会に部会長を置き、当該部会に属する委員及び専門委員の互選により選任する。

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。

5 当該部会に副部会長を置き、当該部会に属する委員及び専門委員の うちか ら部会長が指名

する。

6 副部会長は、部会長を補佐 し、部会長に事故があるときは、その職務を代理する。

(専門部会 )

第 3条 委員会は、その定めるところにより、特定の専門事項を調査するため、専門部会を置

くことができる。

2 当該部会に属すべき委員及び専門委員は、委員長が指名する。

3 当該部会に部会長を置き、当該部会に属する委員及び専門委員の互選により選任する。

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。

5 当該部会に副部会長を置き、当該部会に属する委員及び専門委員の うちから部会長が指名

する。

6 副部会長は、部会長を補佐 し、部会長に事故があるときは、その職務を代理する。

(運営小委員会 )

第 4条 委員会の会議の議案を整理するとともに、部会相互間の調整を図るため、委員会に運

営小委員会を置 く。

2 当該小委員会に属すべき委員及び専門委員は、委員長が指名する。

3 当該小委員会に主査を置き、当該小委員会に属する委員及び専門委員の互選により選任す

る。



4 主査は、当該小委員会の事務を掌理する。

5 当該小委員会に副主査を置き、当該小委員会に属する委員及び専門委員の うちから主査が

指名する。

6 副主査は、主査を補佐 し、主査に事故があるときは、その職務を代理する。

(意見申立審査会 )

第 5条 委員会は、その定めるところにより、評価対象大学からの意見の申立ての うち、基準

を満たしていない との判断に対する意見の申立てについて審議を行 うため、意見申立審査会

(以 下 「審査会」 とい う。)を置 く。

2 審査会に属すべき専門委員は、委員長が指名する。

3 審査会に会長を置き、審査会に属する専門委員の互選により選任する。

4 会長は、審査会の事務を掌理する。

5 審査会に副会長を置き、審査会に属する専門委員の うちから会長が指名する。

6 副会長は、会長を補佐 し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

(議事 )

第 6条 評価部会の会議は、部会長が招集 し、議長 となる。

2 評価部会は、委員及び専門委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決することが

できない。

3 評価部会の議事は、出席 した委員及び専門委員の過半数をもつて決 し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。

4 部会長は、緊急その他やむを得ない理由により評価部会の会議を開くことができない場合

においては、事案の概要を記載 した書面を委員及び専門委員に送付 し、その意見を徴 し、又

は賛否を問い、その結果をもって評価部会の議決 とすることができる。

5 前項の規定により議決を行った場合は、部会長が次の会議において報告 しなければならな

い 。

6 前各項の規定は、専門部会、運営小委員会及び審査会の議事に準用する。この場合におい

て、「評価部会」とあるのは「専門部会」、「運営小委員会」、「審査会」と、「部会長」とある

のは運営小委員会においては「主査」、審査会においては「会長」と、「委員及び専門委員」

とあるのは審査会においては「専門委員」と読み替えるものとする。

第 7条 委員及び専門委員は、「委員会」、「評価部会」、「専門部会」、「運営小委員会」及び「審

査会」において自己の関係する大学に関する事案については、その議事の議決に加わること

ができない。

(会議の公開)

第 8条 委員会の会議は、次に掲げる場合を除き、原則として公開とする。

一 委員長が、評価対象大学の具体的評価に関わる審議等、公にすることにより、率直な意

見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ又は不当に評価対象大学等

の間に混乱を生じさせるおそれがあると判断した場合



二 その他委員長が必要 と認める場合

(雑則 )

第 9条 この内規に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定める。

・
附 則

この内規は、平成 28年 4月 1日 から施行する。



高等専門学校機関別認証評価実施大綱の概要

1 評価の目的

我が国の高等専門学校の教育研究水準の維持及び向上を図るとともに、その個性的で多

様な発展に資するよう、以下のことを目的とする。

(1)高等専門学校機関別認証評価に関して、機構が定める高等専門学校評価基準 (以下

「高等専門学校評価基準」という。)に基づいて、高等専門学校を定期的に評価する

ことにより、高等専門学校の教育研究活動等の質を保証すること。

(2)評価結果を各高等専門学校にフィー ドバックすることにより、各高等専門学校の教

育研究活動等の改善に役立てること。

(3)高等専門学校の教育研究活動等の状況を明らかにし、それを社会に示すことにより、

公共的な機関として高等専門学校が設置 。運営されていることについて、広く国民の

理解と支持が得られるよう支援・促進していくこと。

2 評価の基本的な方針

(1)高等専門学校評価基準に基づく評価

(2)教育活動を中心とした評価

(3)各高等専門学校の個性の伸長に資する評価

(4)自己評価に基づく評価

(5)ピ ア・レビューを中心とした評価

(6)透明性の高い開かれた評価

3 評価の実施体制等

(1)評価の実施体制

国 。公 。私立高等専門学校の関係者及び社会、経済、文化等各方面の有識者からな

る高等専門学校機関別認証評価委員会の下に、具体的な評価を実施するため、対象高

等専門学校の状況に応じた評価部会を編成する。ただし、対象高等専門学校に関係す

る評価担当者は、当該評価部会には配置しない。

(2)評価担当者に対する研修

評価をより実効性の高いものとするため、評価担当者が共通理解の下で公正、適切

かつ円滑にその職務を遂行できるよう、高等専門学校評価の目的、内容及び方法等に

ついて十分な研修を実施する。



高等専門学校機関別認証評価委員会専門委員の活動内容等

1.専門委員の活動内容及び活動予定

(1)活動内容

専門委員は、高等専門学校機関別認証評価委員会 (以下、「評価委員会」という。)に、当該評価に関す

る専門の事項を調査するために置かれる委員です。

専門委員は評価委員会委員とともに、評価の対象となる高等専門学校 (以下、「評価対象高等専門学校」

という。)ごとの状況を調査する評価部会、あるいは、特定の専門事項を調査する専門部会に属し、各評

価対象高等専門学校から提出される自己評価書を分析する書面調査及び各評価対象高等専門学校への訪

問調査を行い、その結果を踏まえ、評価結果 (原案)を作成することとなります。

なお、専門委員の任期は、専門事項の調査が終了するまでとなります (3月 末を予定)。 ただし、再任

を妨げるものではありません。

(2)活動予定 (29年度実施分)

1)研修の実施 (平成 29年 6月 頃)

共通理解の下で公正、適切かつ円滑にその職務が遂行できるよう、高等専門学校評価の目的、内

容及び方法等について研修を行います。

2)書面調査 (平成 29年 7月 ～ 9月 頃)

①自己評価書の分析 。調査

各部会において、それぞれ担当する評価対象高等専門学校から提出された自己評価書の分析・

調査を行います。評価部会に属する専門委員は 1人当たり原則 2～ 3高等専門学校、専門部会 (現

時点では財務に関する専門部会の設置を予定)に属する専門委員は 1人当たり最大 10高等専門

学校の自己評価書のうち当該専門事項に関する分析 。調査を担当します。

②部会会議 (1～ 2回程度)

各委員の分析 。調査結果を取りまとめ、部会として、書面調査段階による分析結果を作成する

とともに、訪間調査時の調査内容の検討・整理を行います。

3)訪問調査 (平成 29年 10月 ～ 12月 頃)

担当する各評価対象高等専門学校を訪問し、書面調査で確認できなかった事項等を中心にして当

該高等専門学校の状況を調査するとともに、評価対象高等専門学校にその調査結果を伝えます (2

日間程度)。

4)評価結果 (原案)の作成、部会会議 (平成 29年 12月 頃)

評価部会は、訪問調査終了後、調査結果をとりまとめ、評価結果 (原案)を検討 。作成します。

5)意見の申立てへの対応 (平成 30年 2月 下旬頃)

評価結果 (案)を評価対象高等専門学校に通知し、その案に対して、意見の申立てがあった場合

には、ご意見等を伺う場合があります。 (最終的な評価結果は評価委員会において再度審議を行っ

た上で確定します。)

※日程及び実施方法等は、審議状況や評価作業状況等により変更されることがあります。

2.旅費及び謝金の支給

上記の活動に伴う旅費及び謝金を当機構の規程に基づきお支払いいたします。



評価委員会等における評価のプロセス

※ 原則 として、下記プロセスで行いますが、評価作業の進捗状況により変更が生じる可能性があります。
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高等専門学校機関別認証評価のスケジュール

※原則として、下記スケジュールで行いますが、評価作業の進捗状況により変更が生じる可能性があります。
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独立行政法人大学改革支援・学位授与機構高等専門学校機関別認証評価委員会規則

平成 16年 4月 1日

規則第 10号

最終改正 平成 28年 3月 31日

(目 的)

第 1条 この規則は、独立行政法人大学改革支援 。学位授与機構組織運営規則 (平成 16
年規則第 1号。以下 「運営規貝J」 とい う。)第 15条第 7項の規定に基づき、独立行政法

人大学改革支援・学位授与機構の高等専門学校機関別認証評価委員会 (以下 「委員会」

とい う。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めることを目的とする。

(委員の任期等)

第 2条 運営規則第 15条第 3項に規定する委員の任期は 2年 とし、その欠員が生じた場

合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

2 委員は、再任 されることができる。

3 運営規則第 15条第 4項に規定する専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項   '
に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。

(委員長及び副委員長 )

第 3条 委員会に委員長及び副委員長各 1人を置き、委員の互選により選任する。

2 委員長は、委員会の会務を総理する。

3 副委員長は、委員長を補佐 し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。

(議事)

第 4条 委員会の会議は、委員長が招集 し、議長となる。

2 委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決することができない。

3 委員会の議事は、出席 した委員の過半数をもつて決 し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。

4 委員長は、緊急その他やむを得ない理由により委員会の会議を開くことができない場

合においては、事案の概要を記載 した書面を委員に送付 し、その意見を徴 し、又は賛否

を問い、その結果をもつて委員会の議決 とすることができる。

5 前項の規定により議決を行つた場合は、委員長が次の会議において報告 しなければな

らない。

(庶務)



第 5条 委員会の庶務は、評価事業部評価支援課において処理する。

(雑則 )

第 6条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定め

 ́る。

附 則

この規則は、平成 16年 4月 1日 から施行する。

附 則(平成 19年 3月 12日 )

この規則は、平成 19年 4月 1日 から施行する。

附 則(平成 23年 3月 28日 )

この規則は、平成 23年 4月 1日 から施行する。

附 則(平成 25年 6月 11日 )

この規則は、平成 25年 6月 11日 から施行する。

附 則(平成 28年 3月 31日 )

この規貝1は、平成 28年 4月 1日 から施行する。



独立行政法人大学改革支援 口学位授与機構高等専門学校機関別認証評価委員会運営内規

平成 16年 5月 13日

高等専門学校機関別認証評価委員会決定

最終改正 :平成 28年 3月 31日

(総則 )

第 1条 独立行政法人大学改革支援 。学位授与機構高等専門学校機関別認証評価委員会 (以下 「委員会」とい う。)の議

事の手続きその他その運営に関し必要な事項は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構高等専門学校機関別認証評

価委員会規則に定めるもののほか、この内規に定めるところによる。

(評価部会 )

第 2条 委員会は、その定めるところにより、評価の対象 となる高等専門学校 (以下 「評価対象校」 とい う。)ごとの状

況を調査するため、評価部会を置 く。

2 当該部会に属すべき独立行政法人大学改革支援・学位授与機構組織運営規則 (平成 16年規則第 1号)第 15条第 3

項に規定する委員 (以下 「委員」とい う。)及び同条第 4項に規定する専門委員 (以下 「専門委員」とい う。)は、委員

長が指名する。

3 当該部会に部会長を置き、当該部会に属する委員及び専門委員の互選により選任する。

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。

5 当該部会に副部会長を置き、当該部会に属する委員及び専門委員の うちから部会長が指名する。

6 副部会長は、部会長を補佐 し、部会長に事故があるときは、その職務を代理する。

(専門部会 )

第 3条 委員会は、その定めるところにより、特定の専門事項を調査するため、専門部会を置 くことができる。

2 当該部会に属すべき委員及び専門委員は、委員長が指名する。

3 当該部会に部会長を置き、当該部会に属する委員及び専門委員の互選により選任する。

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。

5 当該部会に副部会長を置き、当該部会に属する委員及び専門委員の うちから部会長が指名する。

6 副部会長は、部会長を補佐 し、部会長に事故があるときは、その職務を代理する。

(運営小委員会 )

第 4条 委員会の会議の議案を整理するとともに、部会相互間の調整を図るため、委員会に運営小委員会を置 く。

2 当該会議に属すべき委員及び専門委員は、委員長が指名する。

3 当該小委員会に主査を置き、当該小委員会に属する委員及び専門委員の互選により選任する。

4 主査は、当該小委員会の事務を掌理する。

5 当該小委員会に副主査を置き、当該小委員会に属する委員及び専門委員の うちから主査が指名する。

6 副主査は、主査を補佐 し、主査に事故があるときは、その職務を代理する。

(意見申立審査会 )

第 5条 委員会は、その定めるところにより、評価対象校からの意見の申立てのうち、基準を満た していないとの判断に

対する意見の申立てについて審議を行 うため、意見申立審査会 (以 下 「審査会」とい う。)を置 く。

2 審査会に属すべき専門委員は、委員長が指名する。

3 審査会に会長を置き、審査会に属する専門委員の互選により選任する。

4 会長は、審査会の事務を掌理する。

5 審査会に副会長を置き、審査会に属する専門委員の うちから会長が指名する。

6 副会長は、会長を補佐 し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

(議事 )

第 6条 評価部会の会議は、部会長が招集 し、議長 となる。

2 評価部会は、委員及び専門委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決することができない。

3 評価部会の議事は、出席 した委員及び専門委員の過半数をもって決 し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。

4 部会長は、緊急その他やむを得ない理由により評価部会の会議を開くことができない場合においては、事案の概要を
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記載した書面を委員及び専門委員に送付し、その意見を徴し、又は賛否を問い、その結果をもって評価部会の議決とす
ることができる。

5 前項の規定により議決を行った場合は、部会長が次の会議において報告しなければならない。
6 前各項の規定は、専門部会、運営小委員会及び審査会の議事に準用する。この場合において、「評価部会」とあるの

は「専門部会」、「運営小委員会」、「審査会」と、「部会長」とあるのは運営小委員会においては「主査」、審査会におい

ては「会長」と、「委員及び専門委員」とあるのは審査会においては「専門委員」と読み替えるものとする。

第 7条 委員及び専門委員は、「委員会」、「評価部会」、「専門部会」、「運営小委員会」及び 「審査会」において自己の関
係する高等専門学校に関する事案については、その議事の議決に加わることができない。

(会議の公開)

第 8条 委員会の会議は、次に掲げる場合を除き、原則として公開とする。
一 委員長が、評価対象校の具体的評価に関わる審議等、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれ又は不当に評価対象校等の間に混乱を生じさせるおそれがあると判断した場合
二 その他委員長が必要と認める場合

(雑則)

第 9条 この内規に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定める。

附 則

この内規は、平成 28年 4月 1日 から施行する。
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